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研究成果の概要： 本研究では、1998-2004 年、中国の台頭と国内の華人社会の再中国化とい

う状況に直面したインドネシア政府が、どのように対応したのかを明らかにした。この時期、

政府内で中国専門家は、軍人から華人資本家へと交代し、その影響で、政府にとっての華人一

般の位置づけが変化した。かつて華人は、監視対象か利権に群がる政商と政府にみなされてい

たが、この時期、インドネシアと中国の両政府の間を取り持つ橋渡し役として積極的に位置づ

け直されたのであった。 
 
 
交付額 
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 直接経費 間接経費 合 計 
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研究分野：比較政治学、東南アジア地域研究、華僑華人研究 
科研費の分科・細目：政治学 
キーワード：インドネシア、中国、専門家養成、台湾、華人/華僑 
 
１． 研究開始当初の背景 
 
(1) 東南アジアにおける中国のプレゼンス

は近年ますます顕著となっている。なかでも、

世界最大の華人社会を抱えるインドネシア

では、国内の華人社会を取り巻く環境も劇的

に変容している。1999 年以降中国語の学習

塾は急増し、2001 年には旧正月の春節祭が、

「国民の休日」に認定されて以来、龍舞、獅

子舞で、「中華風」に街が彩られるのは、も

はや毎年の恒例行事となっている。中国の台

頭と、スハルト政権崩壊後の華人の権利回復

運動の両者が合わさって、華人社会の再中国

化ともいえる現象がすすみ、現在インドネシ

アはかつてない中国ブームの只中にある。 

(2)インドネシア政府は、活性化する華人社

会および、経済大国へと成長する中国との関



係を最大限活用しながらも、一方では華人の

過度のプレゼンスが国民の 9 割を占めるム

スリムらの不満につながらないよう、国内政

治では今後極めて難しい政治的舵取りを求

め続けられてきた。大規模な華人社会を抱え

る国にとって、中国の台頭は華人社会を抱え

ていない国とは異なる政治課題を突きつけ

る。そのため、この問題を解くことは、イン

ドネシアのみならず他の東南アジア各国を

はじめとする華人社会を抱える各国にとっ

ても重要な政策的、学術的課題であった。 
 
２．研究の目的 

本研究では、1998 年-2004 年、スハル

ト以降のハビビ、ワヒド、メガワティそれぞ

れの政権下で、こうした中国の台頭と華人社

会の再中国化という状況に、インドネシア政

府はどのように対応し、新たな関係を構築し

ようとしてきたかを一次資料の収集、関係者

への聞き取り調査を通じて、明らかにするこ

とを目的としている。上述した政策的課題に

取り組んでいる政府機関、およびそれを下支

えする関係者について、次の二点を特に検討

する。 

(1) チナ問題調整庁 

インドネシアの民主化後、スハルト体制の精

算として注目されたのが、中国人に対するス

ハルト政権下の各種「華人差別政策」の撤廃

であった。1999 年には中国語による出版・

メディアが解禁されるなど、1998 年から

2004 年の 6 年間のうちに多くの華人制限法

律が撤廃され、スハルト体制下では不可能だ

った、今日の中国ブームを可能にする法的基

礎がこの時期整備された。その撤廃作業を取

りまとめたのが、チナ問題調整庁であった。

チナ問題調整庁とは、スハルト政権下 1973

年に国家情報調整庁の傘下に設立され、中国

および、華人社会の監視を任務とする華人問

題、中国問題専門のインテリジェンス部門で

あった。2004 年 4 月、メガワティ政権下で

このチナ問題調整庁が正式に廃止されるま

で、1973 年以来、この機関は中国および、

華人社会を調査し大統領に報告する役割を

担っていた。2004 年に組織は解体したが、

国民統一推進局（LP2KB）にて 1994 年から

2004 年にいたるチナ問題調整庁の週刊レポ

ート(Laporan Mingguan)が所蔵されていた。

このレポートの分析を通じて、チナ問題調整

庁の実態を明らかにするとともに、華人社会

の活性化の基礎をつくった 1998年から 2004

年の華人問題政策の撤廃・修正過程を明らか

にする。 

(2) インドネシア大学文学部中国学科ネット

ワーク 

組織のレベルで、チナ問題調整庁が活躍し

た一方、政府が中国との関係および、変容す

る華人社会との関係を再構築する任務を組織

横断的に人のレベルで担ったのは、インドネ

シア大学中国学科のネットワークであった。

中国のプレゼンスの高まりとともに、中国大

使や、外務省中国局局長など、重要ポストに

民間の華人を登用するのは時期尚早であり、

インドネシア人の公務員で中国語を話し、華

人社会とも密にコンタクトを取れる人材は極

めて限られていた。国交断絶の影響で、留学

による人材育成が長年実現しなかった為であ

る。プリブミと呼ばれる生え抜きのインドネ

シア人の中で中国語を流暢に話し、中国学

（Sinology）についてのトレーニングを積ん

でいる人間の集まりが、インドネシア大学に

はあった。 

1966-1998 年のスハルト政権下では中国語の

出版物が厳しく制限され、とりわけ 1967－

1990 年の、中国との国交断絶期においては、

この研究科はインドネシア全土で唯一、中国

学を教えることを許された高等教育機関とな

った。毎年 20 人あまりの新入生のうち、半数



が省庁からの出向であった。残りの半数の一

般入学者についても、卒業後は大部分が公務

員にリクルートされていた。つまり、政府の

中国専門家官僚の養成機関としてそこは機能

していたのである。上記のチナ問題調整庁も、

スタッフの約半数はインドネシア大学中国学

科の卒業生である。1990 年の国交回復後、初

代、二代目の中国大使もまた、この中国学科

の出身であり、対中国関連の主要な担当省庁

には、広範にこのインドネシア大学の出身者

が配置されていた。 

1955 年から現在に至る 1000 人弱の卒業

生名簿がインドネシア大学中国学科に記録さ

れている。この名簿を基にして、その後の履

歴を調査しプロフィールのデータベースを作

成することで政府と華人社会、政府と中国を

架橋したインドネシア版チャイナスクール、

Sinologist、中国専門家のネットワークがどの

ように養成され、スハルト政権および、それ

以降の変革期の政策立案を支えたのかを明ら

かにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究は、次の四つの作業によって進めら

れた。①インドネシアにおける現地調査、②

帰国後の資料整理・分析、③歴史学のマルチ・

アーカイブ法を用いて、諸外国の資料機関で

の調査、資料照合 ④学会発表および、論文

執筆。 

 ①インドネシアの現地調査においては、資

料収集と、その資料によって、同定された関

係者への聞き取り調査を行った。現地調査で

は文献収集、整理のために、国軍歴史資料セ

ンターの司書に研究協力を求めた。（１）国

民統合推進局（LP2KB）所蔵のチナ問題調整庁

(BKMC)の資料を調査する。1998年から2004年

にかけての法律改正論議における議事録、お

よび、法令の草案を複写・収集した。その上

で、現地に於いて、チナ問題調整局の資料に

ついて、局員とのインタビューを重ねながら

資料分析を行った。なかでも、初代書記長・

事務局長であったスキスマン氏、1998年―20

04年事務局長であったアムシル氏の助言を受

けることができ、資料を体系的に整理、読解

することが可能となった。 

(2)インドネシア大学卒業生名簿に基づいて、

通称「チャイナスクール」と呼ばれるインド

ネシアにおける中国専門家のデータベースを

構築するための関係資料収集を行った。まず、

インドネシア大学中国学科：名簿関連資料を

収集した。国立公文書図書館：毎年発行され

る官僚データベースの照合。国軍歴史資料セ

ンター：毎年発行される国軍職位階位一覧、

軍人経歴データベースを照合した。インドネ

シア大学中国学科卒業生名簿の総取りまとめ

は、チナ問題調整庁の初代事務総長でもある

スキスマン氏であり、チナ問題調整局、国民

統合推進局のメンバー半数は、インドネシア

大学中国学科卒なので、同時並行的に情報収

集ができた。高齢となったスキスマン氏が健

在であり、情報の機密性にも関わらず調査に

惜しみなく協力を続けてくれたことが、大変

大きかった。 

② 帰国後の資料整理・分析にあたっては、

アジア経済研究所、および東南アジア研究

所の両図書館において、補助資料を活用し

つつ行い、また両研究所のインドネシア研

究関係者、司書等に専門的な知識を教授し

て頂いた。 

③ マルチ・アーカイブ法として、活用した

のが、オーストラリアの国立公文書館と国立

図書館であった。この両機関において、イン

ドネシア、日本で収集した資料をさらにオー

ストラリアの視点から裏付け、補充すること

ができた。オーストラリアは隣国インドネシ

アの対中国政策、対華人政策に関心を寄せる

だけでなく、様々な働きかけを行ってきた経



緯があり、系統立てて、資料収集を行ってい

たことが、インドネシアでの調査時に明らか

になった。オーストラリアというアジア外の

資料機関の資料を用いることで、インドネシ

ア－中国－華人社会の三者関係を広くアジア

の地域秩序の文脈で理解することができた。 

④ 以上の資料調査、資料分析を通じて得た

成果を国内外において、発表し建設的なコメ

ントを頂いた。そしてその成果を論文にまと

め、発表した。 

 
４．研究成果 
 
研究成果は大きく分けて三点あげられる。 

(1)スハルト体制、およびスハルト政権崩壊

後のハビビ～メガワティ政権期において展

開した、対中国・華人政策に関する資料のサ

ーヴェイを通じて、インドネシアにおける対

中国政策担当者のプロフィールとその来歴

に関する基礎データベースを構築し、インド

ネシア政府が活用した中国専門家の世代交

代の見取り図を明らかにすることができた。

これはそのまま、インドネシア政府の対華人

/対中政策史を解明する成果となった。 

(2) オーストラリア公文書館、同国立図書館、

ジャカルタのインドネシア国立公文書館の

資料によって、インドネシアが対中政策を考

えるときに、日本の行動を極めて注視しつつ

決断していたことがまず明らかになった。さ

らに、1990 年代のインドネシア－中国の国交

回復期から、中国の台頭と、朱元総理の時代

の対 ASEAN外交にインドネシアがどのように

応えようと模索していたのか、そしてそのと

き、中国との外交交渉において、インドネシ

アの華人問題が顕在化しないよう、様々な試

行錯誤を行っていた様子が、大きな地域秩序

の再編成の流れの中で明らかになった。 

(3) インドネシアの内務省、外務省の資料の

収集を通じて、2 つの点が明らかになった。

まず、第一に 1970 年代の国交断絶期から、

2000 年代に至るまで、具体的にどのような専

門家が、対中国政策、および対華人社会政策

の立案と施行を担っていたのか、その変遷が

明らかになった。第二に、2006 年に、インド

ネシアにおける新たな対中国政策の立案、制

定組織として 100人委員会が設立されていた

ことが明らかになった。そしてその委員会に

ついて会議録等の基礎資料を収集し、1998 年

以降のインドネシア政府の対中政策、と対華

人政策のバランシング方法を明らかにする

ことができた。 

 

 インドネシア華人についての研究という

のは人類学、社会学を中心に枚挙にいとまが

ないが、以上のように、インドネシア政府の

華人政策と中国政策に関する成果は、国際的

にも極めて少ない。それは、なによりも、政

府内の文書/関係者へのアクセスが不足して

おり、また資料があったとしても、十分な資

料分析にもとづいた研究がこれまで無かっ

たためである。本研究では、二年間という時

間と、極めて多くの現地関係者の協力によっ

て、豊富な資料調査を行うことができたため、

上記のような成果を上げることが可能とな

った。 

こうした成果を、最終年度の 2008 年度 5

月には中国・厦門大学において、そして 2008

年 7月には京都大学にて京都大学 Hau 准教授

と共同で開催した国際ワークショップ 

“Chinese Identities and Inter-Ethnic 

Coexistence and Cooperation in Southeast 

Asia”において、広くインドネシア研究のみ

ならず、華僑華人研究者、東南アジア研究者

にも発表することができた。 

以上の成果はまず Proceedings として

2009 年に出版されており、既に日本、オラン

ダ、タイ、インドネシア各国の研究機関に配



布され、様々なコメントを得た。現在、この

原稿は補筆され、共同編著者として次年度に

出版が予定されている。 
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